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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第61期
第３四半期
連結累計期間

第62期
第３四半期
連結累計期間

第61期

会計期間

自 平成25年
　 ４月１日
至 平成25年
　 12月31日

自 平成26年
　 ４月１日
至 平成26年
　 12月31日

自 平成25年
　 ４月１日
至 平成26年
　 ３月31日

営業収益 （千円） 29,196,779 30,517,875 38,416,359

経常利益 （千円） 1,660,695 1,341,142 1,996,842

四半期（当期）純利益 （千円） 963,591 668,079 1,137,316

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,005,313 740,038 1,159,214

純資産額 （千円） 18,102,834 18,500,055 18,160,723

総資産額 （千円） 37,579,950 39,053,919 39,275,717

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 92.75 64.30 109.47

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額（円）
（円） 92.52 64.07 109.18

自己資本比率 （％） 47.1 46.3 45.2

 

回次
第61期
第３四半期
連結会計期間

第62期
第３四半期
連結会計期間

会計期間

自 平成25年
　 10月１日
至 平成25年
　 12月31日

自 平成26年
　 10月１日
至 平成26年
　 12月31日

　１株当たり四半期純利益金額 （円） 41.19 35.21

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．営業収益には消費税等は含まれておりません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動は、以下のとおりであります。

　第２四半期連結会計期間において、持分法適用関連会社であった東京定温冷蔵株式会社については、当社の保有す

る全株式を売却したことにより、持分法の適用の範囲から除外しております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　　　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　　　また、前事業年度の有価証券報告書に記載したリスクについて重要な変更はございません。

 

 

２【経営上の重要な契約等】

　　　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

 

３【財政状態及び経営成績の分析】

 （１）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間における日本経済は、平成26年４月からの消費税増税による駆け込み需要の反動は見

られたものの、政府の経済政策や日銀の金融緩和策などにより、企業収益や雇用環境が改善され、緩やかな景気回

復の基調をたどりました。一方、円安による輸入原材料の高騰、新興国経済成長の伸び悩みなど、国内の本格的な

景気回復には依然として下振れ懸念のある要因を抱えた状況のまま推移いたしました。

　当社グループが主軸をおく低温食品物流業界におきましては、社会構造やライフスタイルの変化などを背景に、

冷凍・冷蔵食品の需要が増加しているものの、食品原材料の高騰や海外生産拠点での人件費の上昇などの影響を受

けた食品メーカーからの物流効率化へのニーズの多様化、一方では、繁忙期における外注車両や倉庫内でのオペ

レーターの確保に向けた取り組みの一層の強化など、引き続き厳しい経営環境で推移いたしました。

　このような環境の中、当第３四半期連結累計期間の営業収益におきましては、主に東京第二支店（東京都立川

市）、京都センター（京都府京田辺市）の安定稼働などが奏功し、増収を確保することができました。

　利益につきましては、首都圏を中心とした取扱物量の増加に伴う外注費や人件費が増加したことなどにより、営

業利益、経常利益、当四半期純利益ともに前年同期比で減益となりました。

　以上の結果、当第３四半期連結会計期間の営業収益は305億１千７百万円（前年同期比4.5％増）、営業利益は13

億５千６百万円（前年同期比17.7％減）、経常利益は13億４千１百万円（前年同期比19.2％減）、四半期純利益は

６億６千８百万円（前年同期比30.7％減）となりました。

 

（セグメントの概況）

　事業の種類別セグメントの状況は次のとおりであります。

①ＤＣ事業（保管在庫型物流事業）

　東京第二支店、京都センターの安定稼働などにより、営業収益は225億６千４百万円（前年同期比4.2％増）と

なりました。セグメント利益につきましては、取扱物量の増加と業務効率化に向けた外注費や人件費が増加した

ことなどにより25億１千１百万円（前年同期比5.7％減）となりました。

②ＴＣ事業（通過型センター事業）

　営業収益は前年同期並みの物量の確保により71億２千３百万円（前年同期比6.5％増）となりました。セグメ

ント利益につきましては、営業収益の増加により４億２千万円（前年同期比5.4％増）となりました。

③その他

　営業収益は９億９百万円（前年同期比1.3％減）、セグメント利益は１億６千４百万円（前年同期比7.1％減）

となりました。

 

なお、上記につきましては、各セグメントに係る全社費用17億４千万円は含まれておりません。

 

 （２）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　　　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

 （３）研究開発活動

　　　　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 41,750,000

計 41,750,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成26年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年２月13日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 10,438,000 10,438,000 東京証券取引所市場第二部
単元株式数は100

株であります。

計 10,438,000 10,438,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成26年10月１日～

平成26年12月31日
－ 10,438,000 － 1,217,560 － 1,392,060

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成26年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      48,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  10,388,400 103,884 －

単元未満株式 普通株式       1,300 － －

発行済株式総数 10,438,000 － －

総株主の議決権 － 103,884 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、㈱証券保管振替機構名義の株式が3,300株含まれております。また、

　　　　「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数33個が含まれております。

②【自己株式等】

平成26年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社ヒューテック

ノオリン

東京都墨田区両国二丁目

18番４号
48,300 － 48,300 0.46

計 － 48,300 － 48,300 0.46

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出後、当第３四半期報告書提出までの役員の異動は、次のとおりであります。

(１）役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役
営業本部長（兼）
営業第一部長

取締役 営業本部長 後藤　二雄 平成26年10月１日
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第４【経理の状況】

　１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　　　　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年

　　　内閣府令第64号）に基づいて作成しております。

 

　２．監査証明について
　　　　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日

　　　から平成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に

　　　係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,521,289 2,019,366

営業未収入金 3,634,818 5,131,396

繰延税金資産 177,022 75,922

その他 573,480 544,725

貸倒引当金 △477 △480

流動資産合計 6,906,133 7,770,930

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 6,751,013 6,329,016

機械装置及び運搬具（純額） 1,295,854 1,186,763

土地 9,612,081 9,612,081

リース資産（純額） 9,754,749 9,491,431

建設仮勘定 1,789,749 1,842,897

その他（純額） 7,606 7,006

有形固定資産合計 29,211,053 28,469,196

無形固定資産 91,021 85,727

投資その他の資産   

投資有価証券 1,365,477 993,960

長期貸付金 560,000 537,500

繰延税金資産 472,119 540,614

その他 682,218 668,297

貸倒引当金 △12,307 △12,307

投資その他の資産合計 3,067,508 2,728,065

固定資産合計 32,369,584 31,282,989

資産合計 39,275,717 39,053,919
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

負債の部   

流動負債   

営業未払金 1,643,291 1,837,079

短期借入金 1,202,000 1,602,000

1年内償還予定の社債 248,000 248,000

リース債務 1,202,812 1,232,520

未払法人税等 601,759 205,865

賞与引当金 259,145 71,500

役員賞与引当金 27,800 20,625

設備関係支払手形 1,916,712 -

その他 1,401,084 2,022,870

流動負債合計 8,502,605 7,240,460

固定負債   

社債 620,000 496,000

長期借入金 630,000 1,504,000

リース債務 9,107,946 8,813,417

退職給付に係る負債 1,230,171 1,472,095

資産除去債務 385,978 389,734

再評価に係る繰延税金負債 469,711 469,711

その他 168,581 168,444

固定負債合計 12,612,388 13,313,402

負債合計 21,114,994 20,553,863

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,217,560 1,217,560

資本剰余金 1,392,060 1,392,060

利益剰余金 15,613,080 15,870,509

自己株式 △41,399 △41,419

株主資本合計 18,181,301 18,438,709

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 65,952 106,295

土地再評価差額金 △385,039 △385,039

退職給付に係る調整累計額 △95,967 △81,140

その他の包括利益累計額合計 △415,054 △359,883

新株予約権 24,925 36,990

少数株主持分 369,551 384,239

純資産合計 18,160,723 18,500,055

負債純資産合計 39,275,717 39,053,919
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（２）【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

営業収益 29,196,779 30,517,875

営業原価 25,957,964 27,421,465

営業総利益 3,238,814 3,096,410

販売費及び一般管理費 1,591,630 1,740,141

営業利益 1,647,183 1,356,268

営業外収益   

受取利息 12,193 11,590

受取配当金 17,327 17,610

持分法による投資利益 38,789 12,342

その他 99,259 96,576

営業外収益合計 167,570 138,119

営業外費用   

支払利息 149,777 143,530

その他 4,281 9,715

営業外費用合計 154,058 153,245

経常利益 1,660,695 1,341,142

特別利益   

固定資産売却益 358 239

関係会社株式売却益 - 18,770

特別利益合計 358 19,010

特別損失   

固定資産除売却損 1,127 252

特別損失合計 1,127 252

税金等調整前四半期純利益 1,659,925 1,359,900

法人税、住民税及び事業税 620,335 602,953

法人税等調整額 57,296 72,079

法人税等合計 677,631 675,032

少数株主損益調整前四半期純利益 982,293 684,867

少数株主利益 18,702 16,788

四半期純利益 963,591 668,079

少数株主利益 18,702 16,788

少数株主損益調整前四半期純利益 982,293 684,867

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 23,020 40,338

退職給付に係る調整額 - 14,826

持分法適用会社に対する持分相当額 △1 5

その他の包括利益合計 23,019 55,170

四半期包括利益 1,005,313 740,038

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 986,610 723,249

少数株主に係る四半期包括利益 18,702 16,788
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　　第２四半期連結会計期間において、持分法適用関連会社であった東京定温冷蔵株式会社については、当社の保

有する全株式を売却したことにより、持分法の適用の範囲から除外しております。

 

（会計方針の変更）

　（退職給付に関する会計基準等の適用）

　　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の

決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見

込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

　　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四

半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

　　この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が185,357千円増加し、利益剰余金が

119,741千円減少しております。なお、当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　　偶発債務

　厚生年金基金の特例解散について

　　当社が加入する「東京貨物運送厚生年金基金」（総合型）は、平成26年７月11日開催の代議員会で特例解散の

方針を決議しております。当方針決議により、同基金解散に伴う費用の発生が現時点で見込まれますが、不確定

要素が多いため合理的に金額を算定することは困難であります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

減価償却費 1,612,806千円 1,568,647千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日）

　　　　　　配当に関する事項

　　　　　　配当金支払額

（決議）
株式の
種類

配当金の
総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月25日

定時株主総会
普通株式 155,845 15 平成25年３月31日 平成25年６月26日 利益剰余金

平成25年11月１日

取締役会
普通株式 145,455 14 平成25年９月30日 平成25年12月５日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

　　　　　　配当に関する事項

　　　　　　配当金支払額

（決議）
株式の
種類

配当金の
総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月26日

定時株主総会
普通株式 145,454 14 平成26年３月31日 平成26年６月27日 利益剰余金

平成26年11月11日

取締役会
普通株式 145,454 14 平成26年９月30日 平成26年12月５日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　　Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日）

　　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
その他（注） 合計

 ＤＣ事業 ＴＣ事業 計

営業収益      

①外部顧客に対する

営業収益
21,623,809 6,651,664 28,275,473 921,305 29,196,779

②セグメント間の内部

営業収益又は振替高
26,579 40,033 66,612 182 66,795

計 21,650,388 6,691,697 28,342,086 921,487 29,263,574

セグメント利益 2,663,097 398,845 3,061,943 176,871 3,238,814

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、警備業等を含んでおります。

 

　　２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び

　　　　当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

利益 金額

　報告セグメント　計 3,061,943

　「その他」の区分の利益 176,871

　全社費用（注） △1,591,630

　四半期連結損益及び

　包括利益計算書の営業利益
1,647,183

　（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。
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　　Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

　　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
その他（注） 合計

 ＤＣ事業 ＴＣ事業 計

営業収益      

①外部顧客に対する

営業収益
22,534,287 7,074,625 29,608,913 908,962 30,517,875

②セグメント間の内部

営業収益又は振替高
29,753 48,841 78,594 100 78,694

計 22,564,040 7,123,466 29,687,507 909,062 30,596,569

セグメント利益 2,511,878 420,235 2,932,113 164,296 3,096,410

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、警備業等を含んでおります。

 

　　２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び

　　　　当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

利益 金額

　報告セグメント　計 2,932,113

　「その他」の区分の利益 164,296

　全社費用（注） △1,740,141

　四半期連結損益及び

　包括利益計算書の営業利益
1,356,268

　（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

（１）１株当たり四半期純利益金額 92円75銭 64円30銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 963,591 668,079

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 963,591 668,079

普通株式の期中平均株式数（株） 10,389,681 10,389,634

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 92円52銭 64円07銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 25,423 38,161

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ

た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変

動があったものの概要

― ―

 

 

（重要な後発事象）

（共同株式移転による経営統合について）

　当社及び名糖運輸株式会社（以下「名糖運輸」)は、共同株式移転（以下「本株式移転」）の方法により共同持

株会社を設立し経営統合を行うこと（以下「本経営統合」）について基本的な合意に達し、平成27年２月10日開催

の取締役会において経営統合に関する基本合意書を締結することを決議し、同基本合意書を締結いたしました。

 

１.本株式移転による経営統合の目的等

　当社及び名糖運輸は、ともに低温食品を主力とする物流事業者として、運輸業と倉庫業の両方の強みを活かし、

当社は冷凍食品、名糖運輸はチルド食品を中心に、長年、食品業界における物流の発展に貢献してまいりました。

　現在わが国において、国内の人口減少の懸念に加え、輸出入の増加が見込まれるＴＰＰへの交渉参加に伴うグ

ローバル化のさらなる進展等の社会環境の変化が予想される中で、両社の主たる市場である食品業界では、メー

カー・卸売・小売業とも様々な形での再編が進み、大規模化・寡占化が進展しております。中食市場の成長や食の

安全意識の高まり等により堅調な成長が見込まれる低温食品物流業界におきましても、従来よりも一層大規模化・

広域化・高速化に対応し、かつ「食の安心と安全」を担保する高度な物流品質の実現が求められております。加え

て、ドライバーや倉庫内のオペレーターの確保や育成への取り組みの強化、円安による燃料や電力等のエネルギー

コストの高止まりへの対応、更に安全・環境対策への対応の強化等、両社を取り巻く経営環境は大きく変化してい

るところであります。

　このような状況のもと、両社は特定の顧客や取引先に偏らない独自性を保持しつつ、低温食品物流業界において

共に事業の拡大を進めてまいりましたが、今後は、両社の強みであるフローズン物流とチルド物流のノウハウを活

かしながら、強固な連携関係を構築し、業務領域の拡大による顧客サービスの向上や経営基盤の強化を図り、高度

な温度管理技術を用い、刻々と変化する食品物流を担う総合物流情報企業を実現することが不可欠であると判断い

たしました。その判断の結果として、顧客から高い評価を受け、選ばれるパートナーとなることを通じ、新たな企

業集団の価値の持続的な向上を図り、ひいては、本経営統合が株主の皆様、取引先及び従業員を含めた全てのス

テークホルダーにとっても最善の選択であるとの共通認識のもと、対等の精神に則り、経営統合を進めるべく今回

の合意に至りました。
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２.本株式移転の要旨

（1）本株式移転のスケジュール

　経営統合に関する基本合意書承認取締役会（両社）　　　　　　　　　　平成27年２月10日

　経営統合に関する基本合意書締結（両社）　　　　　　　　　　　　　　平成27年２月10日

　定時株主総会に係る基準日（両社）　　　　　　　　　　　　　　　　　平成27年３月31日（予定）

　統合契約書及び株式移転計画承認取締役会（両社）　　　　　　　　　　平成27年４月24日（予定）

　統合契約書締結及び株式移転計画作成（両社）　　　　　　　　　　　　平成27年４月24日（予定）

　統合承認定時株主総会（両社）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成27年６月26日（予定）

　東京証券取引所上場廃止日（両社）　　　　　　　　　　　　　　　　　平成27年９月28日（予定）

　統合予定日（共同持株会社設立登記日）　　　　　　　　　　　　　　　平成27年10月１日（予定）

　共同持株会社株式上場日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成27年10月１日（予定）

（注）上記は現時点での予定であり、本経営統合の承認手続きの進行その他の事由により、必要な場合には、両社

で協議し合意の上で変更することがあります。

 

（2）本株式移転の方式

　当社及び名糖運輸を株式移転完全子会社、新たに設立する共同持株会社を株式移転完全親会社とする共同株式移

転となります。

 

（3）本株式移転に係る割当ての内容（株式移転比率）

 当社 名糖運輸

株式移転比率 1.44 1

（注１）株式の割当比率

　当社の普通株式１株に対して、共同持株会社の普通株式1.44株を、名糖運輸の普通株式１株に対して、共同持株

会社の普通株式１株を割当て交付致します。但し、上記株式移転比率は、算定の基礎となる諸条件に重大な変更が

生じた場合には、両社協議の上、変更することがあります。なお、共同持株会社の単元株式数は100株といたしま

す。

（注２）共同持株会社が交付する新株式数（予定）

　普通株式：25,690,799株

　上記は、当社の発行済株式総数10,438,000株（平成26年12月末時点）、名糖運輸の発行済株式総数11,000,000株

（平成26年12月末時点）を前提として算出しております。但し、当社及び名糖運輸は、本株式移転の効力発生まで

に、両社が保有する自己株式のうち実務上消却可能な範囲の株式を消却することを予定しているため、平成26年12

月末時点で両社が有する自己株式（当社：48,385株、名糖運輸：270,246株）は、上記の算出において、新株式交

付の対象から除外しております。

　なお、本株式移転効力発生日までに実際に消去される自己株式数は現状において未確定であるため、共同持株会

社が交付する新株式は変動することがあります。

 

（4）完全子会社となる会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い

　当社は、平成27年２月10日に公表しました「株式報酬型ストックオプション制度の廃止等に関するお知らせ」に

記載のとおり、統合契約書が締結されること及び本株式移転に係る株式移転計画が各社の定時株主総会で承認され

ることを条件として、取締役の報酬として継続的に付与している株式報酬型ストックオプション制度を廃止いたし

ます。これに伴い、新株予約権者の全員から未行使の新株予約権の全部を放棄する旨の書面を取得することによ

り、既発行の新株予約権を消滅させる予定であります。また、これに代わる代替措置として役員退職慰労金制度を

導入いたします。

　本移行による損益に与える影響額につきましては、現在算定中であり未確定であります。

　なお、名糖運輸は新株予約権を発行しておりません。また、当社及び名糖運輸は新株予約権付社債を発行してお

りません。
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３.本株式移転により新たに設立する共同持株会社の状況

( 1)　名　　　　　　　　称
株式会社Ｃ＆Ｆロジホールディングス

（英文表記）Chilled & Frozen Logistics Holdings Co., Ltd.

( 2)　所　　　在　　　　地 東京都23区内（予定）

( 3)　代表者の役職 ・ 氏名 現時点では確定しておりません。

( 4)　事　　業　　内　　容 傘下子会社及びグループの経営管理並びにこれに付帯又は関連する業務

( 5)　資　　　本　　　　金 4,000百万円

( 6)　資　本　 準 　備　金 1,000百万円

( 7)　決　　　算　　　　期 ３月31日

( 8)　純　　　資　　　　産 現時点では確定しておりません。

( 9)　総　　　資　　　　産 現時点では確定しておりません。

(10)　会　計　 監 　査　人 新日本有限責任監査法人

 

４.本株式移転に伴う会計処理の概要

　本株式移転に伴う会計処理は、企業結合に関する会計基準における「取得」に該当し、パーチェス法が適用され

ることが見込まれております。パーチェス法の適用に伴い、共同持株会社の連結決算において負のれん（又はのれ

ん）が発生する見込みですが、金額に関しては現時点では未定であります。

 

 

２【その他】

　平成26年11月11日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　（イ）中間配当による配当金の総額………………………145,454,904円

　（ロ）１株当たりの金額……………………………………14円00銭

　（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日……………平成26年12月５日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

平成27年２月13日

　　株式会社ヒューテックノオリン

　　取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中村　和臣　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 渡辺　力夫　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第 193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヒュー

テックノオリンの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成26年10月

１日から平成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四

半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヒューテックノオリン及び連結子会社の平成26年12月31日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

 

強調事項

　１．注記事項（四半期連結貸借対照表関係）偶発債務に記載のとおり、会社が加入する「東京貨物運送厚生年金基金」

（総合型）は、平成26年７月11日開催の代議員会で特例解散の方針を決議している。

　２．重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成27年２月10日開催の取締役会において、名糖運輸株式会社と共同株式

移転の方法により共同持株会社を設立し経営統合を行うことについて決議し、基本合意書を締結した。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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